
第１１７期　決算公告
2025年6月27日

住所　鹿児島市金生町6番6号
株式会社　 鹿　児　島　銀　行

取締役頭取　郡　山　明　久
連結貸借対照表　（２０２５年３月３１日現在）

（単位：百万円）

金　　　額 科　　　　　目 金　　　額

（　負　債　の　部　）

1,071,225 預 金 4,865,548

7,501 譲 渡 性 預 金 200,327

5 売 現 先 勘 定 15,785

769,218 債券貸借取引受入担保金 208,697

4,400,095 借 用 金 655,744

4,498 外 国 為 替 173

29,258 信 託 勘 定 借 12,186

68,875 そ の 他 負 債 62,682

62,708 退 職 給 付 に 係 る 負 債 1,576

建 物 21,183 役 員 株 式 給 付 引 当 金 126

土 地 34,344 睡眠預金払戻損失引当金 235

建 設 仮 勘 定 13 偶 発 損 失 引 当 金 491

その他の有形固定資産 7,167 繰 延 税 金 負 債 53

5,676 再評価に係る繰延税金負債 6,744

ソ フ ト ウ ェ ア 5,520 支 払 承 諾 28,427

その他の無形固定資産 155 負 債 の 部 合 計 6,058,800

12,546 （　純　資　産　の　部　）

6,097 資 本 金 18,130

28,427 資 本 剰 余 金 18,682

△ 49,070 利 益 剰 余 金 290,327

株 主 資 本 合 計 327,140

その他有価証券評価差額金 △ 9,786

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 24,822

土 地 再 評 価 差 額 金 14,105

退職給付に係る調整累計額 1,967

その他の包括利益累計額合計 31,109

非 支 配 株 主 持 分 13

純 資 産 の 部 合 計 358,263

6,417,063 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 6,417,063

注　記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。

資 産 の 部 合 計

退 職 給 付 に 係 る 資 産

有 価 証 券

そ の 他 資 産

有 形 固 定 資 産

支 払 承 諾 見 返

貸 倒 引 当 金

繰 延 税 金 資 産

商 品 有 価 証 券

無 形 固 定 資 産

科　　　　　目

（　資　産　の　部　）

現 金 預 け 金

買 入 金 銭 債 権

貸 出 金

外 国 為 替

リース債権及びリース投資資産
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　　　連結損益計算書

（単位：百万円）

金 額

104,637

61,036

貸 出 金 利 息 41,415

有 価 証 券 利 息 配 当 金 11,621

コールローン 利息 及び 買入 手形 利息 331

預 け 金 利 息 0

そ の 他 の 受 入 利 息 7,668

101

13,277

22,596

7,624

そ の 他 の 経 常 収 益 7,624

84,864

12,976

預 金 利 息 2,989

譲 渡 性 預 金 利 息 318

コールマネー 利息 及び 売渡 手形 利息 0

売 現 先 利 息 1,387

債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息 7,318

借 用 金 利 息 864

そ の 他 の 支 払 利 息 97

5,499

27,485

35,504

3,397

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 2,143

そ の 他 の 経 常 費 用 1,254

19,773

31

31

177

177

19,627

4,598

1,006

5,604

14,022

3

14,018

注　記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。

当 期 純 利 益

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

固 定 資 産 処 分 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 経 常 費 用

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

経 常 利 益

特 別 利 益

２０２４年４月１日から　　　　

２０２５年３月31日まで　　　　

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 業 務 収 益

科 目

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

信 託 報 酬
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連 結 注 記 表 

 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

連結計算書類の作成方針 

 子会社、子法人等及び関連法人等の定義は、銀行法第２条第８項及び銀行法施行令第４条

の２に基づいております。 

1. 連結の範囲に関する事項 

連結される子会社及び子法人等  ６社 

かぎんオフィスビジネス株式会社 

鹿児島保証サービス株式会社 

株式会社九州経済研究所 

鹿児島リース株式会社 

株式会社鹿児島カード 

株式会社かぎん共創投資 

なお、かぎん代理店株式会社は、2024 年７月 23 日付で精算結了し、当連結会計年度

より連結の範囲から除外しております。 

 

2. 連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項 

連結される子会社及び子法人等の決算日はすべて３月末日であります。 
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会計方針に関する事項 

1. 商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）により行

っております。 

2. 有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額

法）、その他有価証券については時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、

ただし市場価格のない株式等については移動平均法による原価法により行っております。

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しておりま

す。 

3. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

4. 固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産 

当行の有形固定資産は、定率法（ただし、1998年４月１日以後に取得した建物（建物

附属設備を除く｡）並びに2016年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に

ついては定額法）を採用しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物    19年 ～ 50年 

その他    ２年 ～ 30年 

連結される子会社及び子法人等の主な有形固定資産については、資産の見積耐用年数

に基づき、定額法により償却しております。 

（2）無形固定資産 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、当行並びに連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（５年）

に基づいて償却しております。 

5. 貸倒引当金の計上基準 

当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しており

ます。 

｢銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務

指針｣ (日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号 2022年４月14日) に規

定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、過去の一定期間におけ

る各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。 

正常先債権及び要管理先債権以外の要注意先債権については今後１年間の予想損失額を

見込んで計上し、要管理先債権については今後３年間の予想損失額を見込み、貸倒引当

金として計上しております。 

予想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間

における平均値に基づき損失率を求め、これに直近の貸倒実績を反映するなど必要な修

正を加えて算出しております。 

要管理先債権に相当する債権において、与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権

の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることがで

きる債権については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で割
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り引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー

見積法）により計上しております。 

破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証

による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し

必要と認める額を計上しております。 

破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能

見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当

該部署から独立した資産管理部署が査定結果を検証しております。 

連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率

等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ計上しております。 

6. 役員株式給付引当金の計上基準 

役員株式給付引当金は、役員株式給付規程に基づく当行の取締役（監査等委員である取

締役、それ以外の取締役のうち社外取締役である者及び非業務執行取締役を除く。）及

び執行役員への報酬支払に備えるため、取締役に対する報酬の支給見込額のうち、当連

結会計年度末までに発生していると認められる額を計上しております。なお、株式給付

信託に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引

に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 2015年３月26日）に準じた処理をし

ております。 

7. 睡眠預金払戻損失引当金の計上基準 

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止し利益計上を行った睡眠預金の払戻請求に

備えるため、過去の支払実績等を勘案して必要と認められる額を計上しております。 

8. 偶発損失引当金の計上基準 

偶発損失引当金は、信用保証協会との責任共有制度等の代位弁済に伴い発生する負担金

等の支払いに備えるため、将来発生する損失額を見積り計上しております。 

9. 退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属さ

せる方法については給付算定式基準によっております。また、過去勤務費用及び数理計

算上の差異の損益処理方法は次のとおりであります。 

過去勤務費用   その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数 (10年)

による定額法により損益処理 

数理計算上の差異 各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定

の年数（10年）による定率法により発生の翌連結会計年度から

損益処理 

なお、一部の連結される子会社及び子法人等は、退職給付に係る負債及び退職給付費用

の計算に、退職給付に係る当期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた

簡便法を適用しております。 

10. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

当行の外貨建資産・負債は、連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

11. リース取引の処理方法 

ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準は、リース料受取時にその他業務収益
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とその他業務費用を計上する方法によっております。 

12. ヘッジ会計の方法 

（1）金利リスク・ヘッジ 

当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、 ｢銀行業

における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い｣(日本公認会計士

協会業種別委員会実務指針第24号 2022年３月17日。以下、「業種別委員会実務指針

第24号」という。)に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方

法については、キャッシュ・フローを固定する目的で行うヘッジについてヘッジ対象

とヘッジ手段の金利変動要素等の相関関係を検証しております。 

また、一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。 

（2）為替変動リスク・ヘッジ 

当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、

｢銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い｣(日本

公認会計士協会業種別委員会実務指針第25号 2020年10月８日) に規定する繰延ヘッ

ジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の

為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘ

ッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポ

ジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しており

ます。 
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重要な会計上の見積り 

1．貸倒引当金の見積り 

（1）連結財務諸表に計上した金額 

貸倒引当金   49,070 百万円 

 

（2）見積りの内容について連結財務諸表利用者の理解に資するその他の情報 

①見積り金額の算出方法 

当行グループの貸倒引当金の算出方法は、「会計方針に関する事項」の「5．貸倒引当

金の計上基準」に記載しております。 

 

②見積り金額の算出に用いた仮定 

貸倒引当金は、債務者の現時点の財務内容や債務返済能力等を総合的に勘案し債務者区

分を決定しており、過去の貸倒実績率を基礎に算定した予想損失率や合理的に見積られた

キャッシュ・フローに基づき算出しております。 

 

③翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響 

上記②に記載した債務者区分の決定、予想損失率及びキャッシュ・フローの見積りに用

いた仮定は不確実であり、個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が

変化した場合においては、損失額が増減する可能性があります。 
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未適用の会計基準等 

（リースに関する会計基準等） 

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号 2024年９月13日） 

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号 2024年９月13

日）等 

 

1．概要 

企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組みの一環

として、借手の全てのリースについて資産及び負債を認識するリースに関する会計基準の開

発に向けて、国際的な会計基準を踏まえた検討が行われ、基本的な方針として、IFRS 第 16

号の単一の会計処理モデルを基礎とするものの、IFRS 第 16 号の全ての定めを採り入れるの

ではなく、主要な定めのみを採り入れることにより、簡素で利便性が高く、かつ、IFRS 第

16 号の定めを個別財務諸表に用いても、基本的に修正が不要となることを目指したリース会

計基準等が公表されました。 

借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、IFRS 第 16 号と同様

に、リースがファイナンス・リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわら

ず、全てのリースについて使用権資産に係る減価償却費及びリース負債に係る利息相当額を

計上する単一の会計処理モデルが適用されます。 

貸手の会計処理として、製造又は販売以外を事業とする貸手が当該事業の一環で行うファ

イナンス・リース取引については、リース料を収受すべき時に売上高と売上原価を計上する

方法が廃止され、利息相当額を各期へ配分する方法が適用されます。 

 

2．適用予定日 

2028 年３月期の期首より適用予定であります。 

 

3．当該会計基準等の適用による影響 

「リースに関する会計基準」等の適用による財務諸表に与える影響額につきましては、現

時点で評価中であります。 
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追加情報 

（株式給付信託） 

当行は、取締役（監査等委員である取締役、それ以外の取締役のうち社外取締役である

者及び非業務執行取締役を除く。）及び執行役員（以下、総称して「対象役員」とい

う。）の報酬と親会社である株式会社九州フィナンシャルグループ（以下、「九州フィナ

ンシャルグループ」という。）の株式価値との連動性をより明確にし、対象役員が株価上

昇によるメリットのみならず、株価下落リスクまでも九州フィナンシャルグループの株主

の皆様と共有することで、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高め

ることを目的として、株式報酬制度「株式給付信託」（以下「本制度」という。）を導入

しております。なお、役員株式給付引当金の算出方法については、「会計方針に関する事

項」の「6．役員株式給付引当金の計上基準」に記載しております。 

 

１．取引の概要 

本制度は、九州フィナンシャルグループが拠出する金銭を原資として、九州フィナン

シャルグループの株式が信託（以下、本制度に基づき設定される信託を「本信託」とい

う。）を通じて取得され、対象役員に対して、当行が定める役員株式給付規程に従って、

九州フィナンシャルグループの株式及び当該株式を時価で換算した金額相当の金銭（以

下、本項目において「株式等」という。）が本信託を通じて給付される株式報酬制度で

す。なお、対象役員が株式等の給付を受ける時期は、原則として対象役員の退任時とな

ります。 

 

２．信託が保有する当行の株式に関する事項 

該当事項はありません。 
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注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

1．銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとお

りであります。なお、債権は、連結貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本

の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社

債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、

貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに支払承諾見返の

各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合

のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）であります。 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額         14,060百万円 

危険債権額                                   36,781百万円 

三月以上延滞債権額                 －百万円 

貸出条件緩和債権額                41,572百万円 

合計額                    92,414百万円 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手

続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれ

らに準ずる債権であります。 

危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成

績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の

高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。 

三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延

している貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しな

いものであります。 

貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利

の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる

取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三

月以上延滞債権に該当しないものであります。 

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

2．手形割引は、業種別委員会実務指針第24号に基づき金融取引として処理しておりま

す。これにより受け入れた商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保とい

う方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、3,227百万円

であります。 

3．ローン・パーティシペーションで、「ローン・パーティシペーションの会計処理及

び表示」（移管指針第１号 2024年７月１日）に基づいて、原債務者に対する貸出

金として会計処理した参加元本金額のうち、貸借対照表計上額は、600百万円であり

ます。 

4．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

 有価証券 498,469百万円 

 貸出金 807,606百万円 
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   担保資産に対応する債務 

 預金 36,443百万円 

売現先勘定 15,785百万円 

債券貸借取引受入担保金 208,697百万円 

借用金 649,200百万円 

上記のほか、為替決済、指定金融機関等の取引の担保として、有価証券12,755百

万円及びその他資産545百万円を差し入れております。 

また、その他資産には、保証金及び金融商品等差入担保金が含まれておりますが、   

その金額は次のとおりであります。 

 保証金   303百万円 

金融商品等差入担保金 1,178百万円 

5．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行

の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の

限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。 

これらの契約に係る融資未実行残高は759,881百万円であり、このうち原契約期間が

１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが737,675百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未

実行残高そのものが必ずしも当行並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキ

ャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、

金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行並びに連結

される子会社及び子法人等が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減

額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要

に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めて

いる行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、

与信保全上の措置等を講じております。 

6．土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、当行の事

業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額

を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を

「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

  再評価を行った年月日            1998年３月31日 

  同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第

１号に定める地価公示価格に基づいて、奥行価格補正等合理的な調整を行って

算出しております。 

ただし、適切な地価公示価格がない場合は同施行令第２条第２号に定める基準

地価又は同施行令第２条第４号に定める地価税法に規定する方法により算定し

た価格に時点修正等合理的な調整を行って算出しております。 

同法律第10条に定める再評価を行った事業用の土地の当連結会計年度末における

時価の合計額と当該事業用の土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 

12,594百万円 

7．有形固定資産の減価償却累計額    37,116百万円 
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8．有形固定資産の圧縮記帳額                   3,689百万円 

9．連結自己資本比率  11.81％ 

10．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）に 

よる社債に対する当行の保証債務の額は19,548百万円であります。 

11．取締役との間の取引による取締役に対する金銭債務総額 211百万円 

 

（連結損益計算書関係） 

1．｢その他経常収益｣には、株式等売却益6,832百万円を含んでおります。 

 

（金融商品関係） 

1．金融商品の状況に関する事項 

（1）金融商品に対する取組方針 

当行グループは、個人や法人等の預金者から受け入れた預金や短期金融市場から調

達した資金などをもとに、資金の貸出や有価証券運用などを行う銀行業を行ってお

り、その他にリース業などを行っております。 

保有する金融資産及び金融負債は金利変動や価格変動などを伴うため、不利な影響

が生じないよう、オフバランス取引を含む銀行全体の資産及び負債を対象にリスク

を統合的に把握・コントロールし、収益の向上と安定化を図るべく資産及び負債の

総合的管理（ＡＬＭ）を行っております。その一環としてデリバティブ取引も行っ

ております。 

（2）金融商品の内容及びそのリスク 

当行グループが保有する主な金融商品は、次のとおりであります。 

貸出金は、主に国内の法人及び個人に対するものであり、貸出先の財務状況の悪化

等による信用リスクを有しております。また、固定金利の貸出金については、金利

変動リスクを有しております。 

有価証券は、債券、株式、投資信託等を保有しており、金利変動リスク、価格変動

リスク、為替変動リスク及び信用リスクを有しております。 

預金及び市場性の資金調達については、流動性リスクや金利変動リスクを有してお 

り、当行の信用力が低下することにより、預金の流出や必要な資金が調達できなく

なる、もしくは不利な条件での取引を余儀なくされる可能性があります。 

また、貸出金、有価証券等にかかる市場リスクの回避を主目的としてデリバティブ

取引を行っており、一部はヘッジ会計を適用しております。 

（3）金融商品に係るリスク管理体制 

①信用リスクの管理 

当行は、信用リスク管理の基盤として企業審査を位置付け、個社ごとの信用リス

ク管理の強化及びポートフォリオ管理手法の高度化を図るとともに、要管理先等

に対する経営改善指導を充実させることを基本方針としております。 

当行は、信用リスク管理態勢の充実を図るため、本部における信用リスク管理部

門と営業推進部門を分離し、信用リスク管理強化の観点から相互牽制が有効に機

能する管理態勢を構築しております。 

企業信用格付は、融資支援システム「ＫｅｙＭａｎ」による「企業審査」に基づ

き実施しております。企業審査では、まず企業の財務面・非財務面の実態に基づ
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き行内共通の判断基準により企業信用格付を付与し、格付と整合的な自己査定の

債務者区分の決定及び格付に応じた融資方針や貸出金利の決定などを、企業信用

格付を核とした一連の業務として行っております。 

信用リスク管理部門は、与信ポートフォリオのリスク量を計測するなど、その管

理状況を定期的に、また必要に応じてリスク管理委員会に報告しており、その審

議事項については取締役会に報告しております。 

個別案件の審査・与信判断にあたっては、融資業務の基本方針や個別融資の判断

基準及び融資の集中を防止するための指針を定めた「融資業務の規範」を制定し、

これに則って審査を実施しております。 

②市場リスクの管理 

当行は、市場リスクを適切に管理することが戦略目標達成のため重要であること

を十分に認識のうえ、市場リスク管理状況を的確に把握し、適正な市場リスク管

理態勢の整備・確立をはかる中で、能動的に一定の市場リスクを引受け、これを

管理する中で収益機会を捉えていくことを基本方針としております。 

市場リスク管理体制は、市場運用部門（フロントオフィス）と事務管理部門（バ

ックオフィス）を分離し、さらにリスク管理部門（ミドルオフィス）を設置して

相互に牽制する体制としております。 

市場リスク管理方法は、年度毎に損失限度額、保有限度枠等を経営執行会議で定

め、厳格に運営しております。ミドルオフィスは、有価証券ポートフォリオの総

合損益、評価損益、ＶａＲ計測のほか、個別資産の保有限度枠の使用率、ＢＰＶ

（ベーシス・ポイント・バリュー）等のリスク指標を測定して、経営陣へ日次で

報告しております。また、月次でリスク管理委員会へ報告し、リスク管理委員会

での検討結果については、取締役会に報告しております。 

ＡＬＭ委員会では、資産及び負債の総合的管理の観点から、銀行勘定の金利リス

クを含めて市場関連リスクをモニタリングし、経済環境・市場動向予測に基づい

てヘッジ戦略について検討しております。 

【市場リスクに係る定量的情報】 

（トレーディング目的の金融商品） 

トレーディング目的の有価証券の保有はございません。 

（トレーディング目的以外の金融商品） 

a．金利リスク 

当行において、金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、「貸出金」、

「有価証券」のうち債券、銀行業における「預金」、「デリバティブ取引」の

うち金利関連取引であります。 

当行では、これらの金融資産及び金融負債について、ＶａＲを算出し、金利リ

スク管理にあたっての定量的分析に利用しております。ＶａＲの算定は、ヒス

トリカル・シミュレーション法（保有期間６ヶ月、信頼区間99％、観測期間５

年）を採用しており、2025年３月31日現在で当行の金利リスク量は、全体で

171億円であります。なお、ＶａＲの値についてはバックテスト等による検証

を定期的に実施しておりますが、観測期間中の市場変動を基に一定の発生確率

を前提として計測しているため、過去にない規模の市場変動の影響まで捕捉す

るものではありません。 

また、当行では、コア預金推計モデルによって推計したコア預金を金利リスク
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計測に使用しております。当行が採用するコア預金推計モデルは、ＯＩＳ（オ

ーバーナイト・インデックス・スワップ）１ヶ月を説明変数とする線形回帰モ

デルと将来金利シナリオによって要求払預金の将来分布を作成し、預金が減少

する下方99パーセンタイル値の推移からコア預金を推計するモデルであります。

なお、当行では、コア預金推計モデルによるコア預金期待値とコア預金実績値

を比較してコア預金推計モデルの精度を確認しており、その結果から、モデル

は十分に高い精度でコア預金の動きを捕捉しているものと考えております。 

ただし、ＶａＲ及びコア預金推計モデルは過去の金利変動、金利変動と預金変

動の関係をベースに統計的に算出した一定の発生確率での金利リスク量、コア

預金を計測しており、過去にない規模の市場変動の影響まで捕捉するものでは

ありません。 

b．価格変動リスク 

当行において、価格変動リスクの影響を受ける金融商品は、「株式」、「投資

信託」等であり、価格変動リスクのＶａＲを算出して、定量的分析に利用して

おります。ＶａＲの算定は、ヒストリカル・シミュレーション法（保有期間６

ヶ月、信頼区間99％、観測期間５年）を採用しております。2025年３月31日現

在で当行の価格変動リスクに係るＶａＲは、205億円であります。 

なお、ＶａＲの値については有価証券のバックテスト等による検証を定期的に

実施しておりますが、観測期間中の市場変動を基に一定の発生確率を前提とし

て計測しているため、過去にない規模の市場変動の影響まで捕捉するものでは

ありません。 

③資金調達に係る流動性リスクの管理 

当行は、市場金融部内に設置した資金繰り管理部門が、日次・週次・月次の資金

繰り状況を把握し、必要に応じて適切な市場調達を実施しております。 

また、資金繰り管理部門から独立した流動性リスク管理部門を設置して、流動性

状況の判定をするなど、相互牽制を図る体制を整備しております。 

資金繰りリスクや市場流動性リスクのモニタリング結果は、リスク管理委員会に

報告され、リスク管理委員会での検討結果については、取締役会へ報告しており

ます。 

④デリバティブ取引に係るリスクの管理 

当行のデリバティブ取引は、貸出金・有価証券等に係る市場リスクの回避を主目

的として取組むことを基本方針としております。 

当行の利用しているデリバティブ取引は、市場リスク及び信用リスクを内包して

おります。 

市場リスクにおいては、金利関連のデリバティブ取引において金利変動リスクを、

通貨関連のデリバティブ取引において為替変動リスクを、株式・債券関連のデリ

バティブ取引において価格変動リスクをそれぞれ有しております。 

また、信用リスクにおいては、取引の契約先をいずれも取引所や信用度の高い銀

行及び証券会社としており、契約不履行によるリスクを金融機関の運用限度額等

により適切に管理しております。 

当行のリスク管理は、金利や為替等の相場変動リスクにさらされている資産・負

債に対して、そのリスク回避のため効果的にデリバティブ取引が利用されている

かを重点的に行っており、その基本方針はＡＬＭ委員会で検討しております。 
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（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理

的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条

件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なること

もあります。 

 

2．金融商品の時価等に関する事項 

2025 年３月 31 日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のと

おりであります。なお、市場価格のない株式等及び組合出資金は、次表には含めてお

りません((注１)参照)。また、現金預け金、売現先勘定並びに債券貸借取引受入担保

金は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略して

おります。 
 （単位：百万円） 

 
連結貸借対照表

計上額 
時 価 差 額 

(1)商品有価証券    

売買目的有価証券 5 5 － 

(2)有価証券    

満期保有目的の債券 15,587 13,000 △2,587 

その他有価証券 740,409 740,409 － 

(3)貸出金 4,400,095   

貸倒引当金(*1) △46,745   

 4,353,349 4,307,743 △45,606 

資産計 5,109,351 5,061,157 △48,193 

(1)預金 4,865,548 4,864,979 △569 

(2)譲渡性預金 200,327 200,437 109 

(3)借用金 655,744 650,236 △5,507 

負債計 5,721,620 5,715,652 △5,968 

デリバティブ取引(*2)    

ヘッジ会計が適用されていないもの    351 351 － 

ヘッジ会計が適用されているもの(*3) 34,858    34,858 － 

デリバティブ取引計   35,210 35,210 － 

(*1)貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 

(*2)その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。 

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で

正味の債務となる項目については、( )で表示しております。 

(*3)ヘッジ対象である有価証券等の相場変動を相殺するためにヘッジ手段として指定し

た金利スワップ等であり、主に繰延ヘッジを適用しております。 

 

(注 1) 市場価格のない株式等及び組合出資金の連結貸借対照表計上額は次のとおりであ

り、金融商品の時価情報の「その他有価証券」には含まれておりません。 

 （単位：百万円） 

区 分 連結貸借対照表計上額 

 非上場株式等(*1) (*2) 4,021 

 組合出資金(*3) 9,200 

(*1) 非上場株式等については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企
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業会計基準適用指針第 19 号 2020 年３月 31 日）第５項に基づき、時価開示の

対象とはしておりません。 

(*2) 当連結会計年度において、非上場株式について 0 百万円減損処理を行っており

ます。 

(*3) 組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第 31 号 2021 年６月 17 日）第 24-16 項に基づき、時価開示の

対象とはしておりません。 

(注 2) 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

（単位：百万円） 

 
１年以内 

１年超 

３年以内 

３年超 

５年以内 

５年超 

７年以内 

７年超 

10 年以内 
10 年超 

預け金 1,020,440 － － － － － 

有価証券       

満期保有目的の債権 － － － － － 15,587 
その他有価証券のうち満期 

があるもの 157,909 207,568 38,543 18,933 43,263 180,351 

貸出金（＊） 1,296,678 689,390 579,569 349,691 383,558 1,051,193 

合 計 2,475,028 896,958 618,113 368,625 426,822 1,247,131 

（＊）貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権 50,013 百万円は含

めておりません。 

 

(注 3) 有利子負債の連結決算日後の返済予定額 

（単位：百万円） 

 
１年以内 

１年超 

３年以内 

３年超 

５年以内 

５年超 

７年以内 

７年超 

10 年以内 
10 年超 

預金（＊） 4,763,625 73,764 28,158 0 － － 

譲渡性預金 197,327 － 3,000 － － － 

売現先勘定 15,785 － － － － － 

債券貸借取引受入担保金 208,697 － － － － － 

借用金 129,255 521,500 4,988 － － － 

合 計 5,314,690 595,264 36,147 0 － － 

（＊）預金のうち、要求払預金については、「１年以内」に含めて開示しております。 

 

3．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、

以下の３つのレベルに分類しております。 

 

 レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場におい 

て形成される当該時価の算定の対象となる資産または負債に関する 

相場価格により算定した時価 

 レベル２の時価：観察可能な時価に係るインプットのうち、レベル１のインプット以 

外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 
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時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイ

ンプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベ

ルに時価を分類しております。 

 

(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品 

（単位：百万円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

特定取引資産及び有価証券     

売買目的有価証券     

  国債・地方債等 5 － － 5 

その他有価証券     

  国債・地方債等 125,134 112,607 － 237,741 

  社債 － 239,648 19,422 259,071 

  株式 68,982 3,056 － 72,039 

  その他 119,453 52,103 － 171,556 

デリバティブ取引     

金利関連 － 36,986 － 36,986 

 通貨関連 － 4,279 － 4,279 

資産計 313,575 448,681 19,422 781,679 

デリバティブ取引     

 金利関連 － 887 － 887 

 通貨関連 － 5,168 － 5,168 

負債計 － 6,055 － 6,055 

 

(2)時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

 （単位：百万円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

有価証券     

満期保有目的の債券     

国債・地方債等 13,000 － － 13,000 

貸出金 － － 4,307,743 4,307,743 

資産計 13,000 － 4,307,743 4,320,743 

預金 

譲渡性預金 

－ 

－ 

4,864,979 

200,437 

－ 

－ 

4,864,979 

200,437 

借用金 － 650,236 － 650,236 

負債計 － 5,715,652 － 5,715,652 
 

(注 1) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

資 産 

有価証券 

有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるもの

はレベル１の時価に分類しております。主に上場株式や国債がこれに含まれま

す。 

公表された相場価格を用いていたとしても市場が活発でない場合にはレベル２

の時価に分類しております。主に地方債、社債がこれに含まれます。また、市

場における取引価格が存在しない投資信託について、解約又は買戻請求に関し



 

 

- 18 - 
 

て市場参加者からリスクの対価を求められるほどの重要な制限がない場合には

基準価額を時価とし、レベル２の時価に分類しております。 

相場価格が入手できない場合には、将来キャッシュ・フローの現在価値技法な

どの評価技法を用いて時価を算定しております。評価に当たっては観察可能な

インプットを最大限利用しており、インプットには、無担保コールレート、ス

ワップレート、信用スプレッド等が含まれます。算定に当たり重要な観察でき

ないインプットを用いている場合には、レベル３の時価に分類しております。 

 貸出金 

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出

先の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似してい

ることから、当該帳簿価額を時価としており、レベル３の時価に分類しておりま

す。固定金利によるものは、貸出金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごと

に、元利金の合計額をスワップレートをベースに信用スプレッド等を加味した利

率、又は同様の新規貸出を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定

しており、レベル３の時価に分類しております。 

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来

キャッシュ・フローの割引現在価値、又は、担保及び保証による回収見込額等に

基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は連結決算日における連結貸借対

照表上の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額に近似しており、当

該価額を時価としており、レベル３の時価に分類しております。 

貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限

を設けていないものについては、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳

簿価額に近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価としており、レベ

ル３の時価に分類しております。 

 

負 債 

預金及び譲渡性預金 

要求払預金について、連結決算日に要求に応じて直ちに支払うものは、その金額

を時価としております。また、定期預金及び譲渡性預金については、一定の期間

ごとに区分して、将来キャッシュ・フローを割り引いた割引現在価値により時価

を算定しております。割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用

いております。定期預金のうち変動金利によるものは短期間で市場金利を反映す

るため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としてお

ります。なお、預入期間が短期間（１年以内）の外貨定期預金は、時価は帳簿価

額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。当該時価はい

ずれもレベル２の時価に分類しております。 

借用金 

借用金については、一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額を、

当該借入金の残存期間及び信用リスクを加味した利率、又は、同様の借入におい

て想定される利率で割り引いて現在価値を算定しております。このうち、変動金

利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当行並びに連結される子会

社及び子法人等の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿

価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額を時価としております。な

お、約定期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額を時価としております。当該時価はいずれもレベル２の時
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価に分類しております。 

デリバティブ取引 

デリバティブ取引については、大部分は店頭取引であり、公表された相場価格が

存在しないため、取引の種類や満期までの期間に応じて現在価値技法やブラッ

ク・ショールズ・モデル等の評価技法を利用して時価を算定しております。それ

らの評価技法で用いている主なインプットは、金利や為替レート、ボラティリテ

ィ等であります。観察できないインプットを用いていない又はその影響が重要で

ない場合はレベル２の時価に分類しており、プレイン・バニラ型の金利スワップ

取引、為替予約取引等が含まれます。 

 

(注 2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品のうちレベル３の時価に関する情報 

 

(1) 重要な観察できないインプットに関する定量的情報（2025 年３月 31日） 

区分 評価技法 
重要な観察できない 

インプット 

インプット 

の範囲 

インプット 

の加重平均 

その他有価証券     

社債 現在価値技法 信用スプレッド 
0.148％－ 

0.785％ 
0.451％ 

 

(2) 期首残高から期末残高への調整表、当期の損益に認識した評価損益（2025 年３月 31日） 

（単位：百万円） 

 
期首 

残高 

当期の損益 

又はその他の 

包括利益 

購入 

売却 

発行 

及び 

決済の

純額 

レベル

３の 

時価 

への 

振替 

レベル

３の 

時価 

からの 

振替 

期末 

残高 

当期の損益に

計上した額の

うち連結貸借

対照表日にお

いて保有する

金融資産及び

金融負債の評

価損益 

損益に 

計上 

(＊1) 

その他

の包括

利益に

計上 

有価証券         

 その他有価証券         

社債 19,156 － △113 379 －   － 19,422 － 

その他 100 △0 － △100 － － － － 

(＊1) 連結損益計算書の「その他経常費用」に含まれております。 

 

(3) 時価の評価プロセスの説明 

当行グループはリスク管理部門において時価の算定に関する方針及び手続きを定め

ており、これに沿って各取引部門が時価を算定しております。算定された時価は、

独立した評価部門において、時価の算定に用いられた評価技法及びインプットの妥

当性並びに時価のレベルの分類の適切性を検証しております。検証結果は毎期リス

ク管理部門に報告され、時価の算定の方針及び手続に関する適切性が確保されてお

ります。 

時価の算定に当たっては、個々の資産の性質、特性及びリスクを最も適切に反映で

きる評価モデルを用いております。また、第三者から入手した相場価格を利用する

場合においても、利用されている評価技法及びインプットの確認や類似の金融商品

の時価との比較等の適切な方法により価格の妥当性を検証しております。 
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(4) 重要な観察できないインプットを変化させた場合の時価に対する影響に関する説明 

社債の時価の算定で用いている重要な観察できないインプットは信用スプレッドで

あります。このインプットの著しい上昇（低下）はそれら単独では、時価の著しい

低下（上昇）を生じさせることになります。 

 

（有価証券関係） 

有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「有

価証券」のほか、「商品有価証券」が含まれております。 

1． 売買目的有価証券（2025年３月31日現在） 

（単位：百万円） 

 当連結会計年度の損益に含まれた評価差額 

売買目的有価証券                      － 
 
 
 
2. 満期保有目的の債券（2025年３月31日現在） 
  （単位:百万円） 
 

 
種 類 

連結貸借対照表 

計上額 
時価 差 額 

時価が連結貸借 

対照表計上額を 

超えるもの 

国 債 － － － 

地方債 － － － 

社 債 － － － 

その他 － － － 

小 計 － － － 

時価が連結貸借 

対照表計上額を 

超えないもの 

国 債 15,587 13,000 △2,587 

地方債 － － － 

社 債 － － － 

その他 － － － 

小 計 15,587 13,000 △2,587 

     合 計 15,587 13,000 △2,587 
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3. その他有価証券（2025年３月31日現在） 
  （単位:百万円） 
 

 
種 類 

連結貸借対照表 

計上額 
取得原価 差 額 

連結貸借対照表 

計上額が取得原価を 

超えるもの 

株 式 67,751 25,855 41,896 

債 券 16,967 16,950 16 

国 債 2,000 1,999 0 

地方債 － － － 

短期社債 6,994 6,994 0 

社 債 7,972 7,956 15 

その他 43,951 41,326 2,624 

うち外国証券 25,461 25,302 158 

小 計 128,670 84,132 44,537 

連結貸借対照表 

計上額が取得原価を 

超えないもの 

株 式 4,287 4,966 △678 

債 券 479,845 501,945 △22,100 

国 債 123,134 136,154 △13,020 

地方債 112,607 114,043 △1,436 

短期社債 14,990 14,992 △1 

社 債 229,113 236,754 △7,641 

その他 127,605 164,265 △36,659 

うち外国証券 109,727 144,205 △34,477 

小 計 611,738 671,177 △59,438 

     合 計 740,409 755,310 △14,901 
 

注  市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額13,221百万円）については、上表の

「その他有価証券」に含めておりません。 

 

4．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券 

   （自 2024年４月１日 至 2025年３月31日） 

該当ありません。 

 

5．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

   （自 2024年４月１日 至 2025年３月31日） 

（単位：百万円） 

 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

株 式 14,568 6,832 123 

債 券 77,878 37 2,884 

 国 債 77,878 37 2,884 

 地方債 － － － 

 社 債 － － － 

その他 44,610 6,525 8,841 

うち外国証券 44,358 6,525 8,697 

合 計 137,057 13,395 11,849 

 



 

 

- 22 - 
 

6．減損処理を行った有価証券 

その他有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金を除く）のうち、当該有価証券

の時価が著しく下落したときは、回復する見込みがあるものを除き、当該時価をもって

連結貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当連結会計年度の損失として処理

（以下、「減損処理」という。）しております。 

当連結会計年度における時価のある有価証券の減損処理額はありません。なお、個々の

銘柄の有価証券の時価が、取得原価に比べて30％程度以上下落した場合は回復可能性の

判定の対象とし、減損の要否を判断しております。 

 

（金銭の信託関係） 

 運用目的の金銭の信託（2025年３月31日現在） 

該当ありません。 

                              

（税効果会計関係） 

1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであ

ります。 

繰延税金資産  

貸倒引当金 13,818百万円 

減損損失 1,724百万円 

有価証券償却 312百万円 

減価償却 491百万円 

退職給付に係る負債 495百万円 

その他有価証券評価差額金 4,618百万円 

その他 2,078百万円 

繰延税金資産小計 23,540百万円 

評価性引当額 △2,370百万円 

繰延税金資産合計 21,169百万円 

  

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △256百万円 

退職給付に係る資産 △3,160百万円 

固定資産圧縮積立金 △384百万円 

繰延ヘッジ損益 △11,309百万円 

その他 △13百万円 

繰延税金負債合計 △15,125百万円 

繰延税金資産（負債）の純額 6,044百万円 

 

2．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

「所得税法等の一部を改正する法律（2025 年法律第 13 号）」が 2025 年３月 31 日に成

立したことに伴い、2026 年４月１日以後に開始する事業年度から「防衛特別法人税」の

課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算

に使用する法定実効税率は従来の 30.4％から、2026 年４月１日以後開始する事業年度
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以降に解消が見込まれる一時差異については 31.3％となります。この税率変更により、

当事業年度の繰延税金資産は 83 百万円増加し、その他有価証券評価差額金は 132 百万

円増加し、繰延ヘッジ損益は 325 百万円減少し、法人税等調整額は 275 百万円減少して

おります。再評価に係る繰延税金負債は 193 百万円増加し、土地再評価差額金は同額減

少しております。 

 

（収益認識関係） 

顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

   （単位：百万円） 

 報告セグメント 
その他 合計 

銀行業 リース業 計 

役務取引等収益 

 預金・貸出業務 

 為替業務 

 証券関連業務 

 その他業務 

信託報酬 

 信託関連業務 

その他経常収益 

 その他業務 

 

6,019 

3,294 

542 

3,116 

 

101 

 

226 

 

－ 

－ 

－ 

1 

 

－ 

 

8 

 

6,019 

3,294 

542 

3,117 

 

101 

 

234 

 

－ 

－ 

－ 

7 

 

－ 

 

18 

 

6,019 

3,294 

542 

3,125 

 

101 

 

253 

顧客との契約から 

生じる経常収益 
13,300 10 13,310 25 13,336 

上記以外の経常収益 75,199 14,398 89,597 1,703 91,300 

外部顧客に対する 

経常収益 
88,500 14,408 102,908 1,729 104,637 

(注) 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、ク

レジットカード業務等であります。 

 

（１株当たり情報） 

１株当たりの純資産額               1,707円44銭 

１株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益金額    66円81銭 

 

 


